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年齢３区分別人口及び高齢化率の推移

資料：2015年以前：総務省統計局「国勢調査」及び「人口推計」 （年齢不詳の人口を按分して含めた）
2020年以降：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」（出生中位・死亡中位推計）

（注）１．2015年は、総務省統計局「人口推計」（平成27年国勢調査人口速報集計による人口を基準とした平成27年10月１日現在確定値）
２．1970年までは沖縄県を含まない。

35.4
33.4

30.0

25.6
23.9 24.3 23.5

21.5
18.2

16.0

14.6 13.8

13.1 12.7 11.7 11.0 10.3 10.1 10.0 9.9 9.7 9.4 9.1

59.7
61.3

64.2

68.1 69.0 67.7 67.4 68.2 69.7 69.5 68.1
66.1

63.8
60.6 59.2 58.7 58.1 56.6

53.9 52.4 51.5 51.2 50.9

4.9 5.3 5.7 6.3 7.1 7.9 9.1 10.3

12.1
14.6

17.4
20.2

23.0
26.7

29.1 30.3 31.6
33.4

36.1
37.7 38.8 39.4 39.9

0

10

20

30

40

50

60

70

80

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

年少人口（14歳以下） 生産年齢人口（15～64歳） 高齢者人口（65歳以上）

年少人口（14歳以下）割合 生産年齢人口（15～64歳）割合 高齢化率（65歳以上人口割合）

実績 将来推計

（万人）

（年）

（％）

実績 将来推計

（万人）

（年）

（％）

○2035年には、高齢化率は26.7％から33.4％に上昇する一方、生産年齢人口は56.6％に低下すると推計されてい
る。
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（出所） 総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）
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○団塊の世代が全て７５歳となる2025年には、75歳以上が全人口の18％となる。
○2060年には、人口は8,674万人にまで減少するが、一方で、65歳以上は全人口の約40％となる。

０ ５０
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日本の人口ピラミッドの変化
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○ 単身世帯、高齢者単身世帯、ひとり親世帯ともに、今後とも増加が予想。

○ 単身世帯は、 2010年現在で、3割を超える1,679万世帯（全世帯数約5,184万世帯）、2030年には約４割に
達する見込み。

世帯構成の推移と見通し
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（出典） 総務省統計局「国勢調査」（平成22年）、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（平成25年1月推計）」
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○ 生涯未婚率は、2030年には男性で約28％、女性で約19％になると見込まれている。

生涯未婚率の推移

資料出所：資料：総務省「国勢調査」及び国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（平成25年1月推計）」
注1：男性30～34 歳未婚率、女性25～29 歳未婚率は、2010 年までは「国勢調査」、それ以降は「日本の世帯数の将来推計」による。
注2：生涯未婚率は、50 歳時点で一度も結婚をしたことのない人の割合であり、

2010 年までは「国勢調査」、2010年以降は「日本の世帯数の将来推計」より45 歳～49 歳の未婚率と50 歳～54 歳の未婚率の平均。
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世帯構造別に見た65歳以上の者のいる世帯数の構成割合の推移

資料：厚生労働省政策統括官付世帯統計室「国民生活基礎調査」
（注）１．1995年の数値は、兵庫県を除いたものである。

２．「親と未婚の子のみの世帯」とは、「夫婦と未婚の子のみの世帯」及び「ひとり親と未婚の子のみの世帯」をいう。

13.1

14.8

15.7

17.3

18.4

19.4

20.9

22.5

24.2

25.6

26.3

18.2

20.9

22.8

24.2

26.7

27.8

29.4

29.8

29.9

31.1

31.5

11.1

11.7

12.1

12.9

13.7

15.7

16.4

17.7

18.5

19.8

19.8

44.8

40.7

36.6

33.3

29.7

25.5

21.9

18.3

16.2

13.2

12.2

12.7

11.9

12.8

12.2

11.6

11.6

11.4

11.7

11.2

10.4

10.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

1986年

1989年

1992年

1995年

1998年

2001年

2004年

2007年

2010年

2013年

2015年

単独世帯 夫婦のみの世帯 親と未婚の子のみの世帯 三世代世帯 その他の世帯

（％）

10,774

9,769

16,367

14,822

12,695

11,884 6
5
歳
以
上
の
者
の
い
る
世
帯
数
（
千
世
帯
）

22,420

20,705

19,263

17,864

23,724

○65歳以上の者のいる世帯の26.3％が単独世帯
○親と未婚の子のみの世帯も２割近くまで増加している。
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資料出所：「労働力調査特別調査（2月調査）」、「労働力調査」
失業率：基本集計 長期時系列表3－9表
非正規雇用割合：1990年～2001年については、詳細集計 長期時系列表9、2002年からは長期時系列表10

ただし、1990年～2000年までの「15～24歳（在学中を除く）」については、労働力調査特別調査年報の数値から算出
注：非正規雇用割合は、役員を除く雇用者に占める正社員以外の割合。

2011年は東日本大震災の影響で調査不能となった分を補完的に推計した値(2010年国勢調査基準)。
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非正規雇用増加の要因【2005年→2015年（10年間）】

出所：総務省「労働力調査（詳細集計）」
注：1）2005年、2015年のグラフ中に示した割合は、非正規雇用労働者全体に占める各年齢別に対する割合。

2）増加分のグラフ中に示した割合は、非正規雇用労働者の346万人を100とした場合の各区分の増加に対する割合。

増加分のうち、96％は、 60歳以上の男女（71％）と
59歳以下の女性（25％）の非正規増
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「ダブルケア」を身近な問題と思うか
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30.3%

17.6%

16.4%

20.6%
思う

どちらかというと思う

どちらかというと思わない

思わない

わからない

資料：厚生労働省政策統括官付政策評価官室委託「高齢社会に関する意識調査」（2016年）
（注）１．「「ダブルケア」の問題（※）はあなたにとって身近な問題だと思うか」との質問に対する回答の割合。

※晩婚化と出産年齢の高齢化により、育児と介護に同時に携わる際の負担等の問題
２．調査対象は、全国の40歳以上の男女。回答数は3,000人。

45.4％

8



新規相談受付の状況（119自治体）新規相談受付の状況（119自治体）

○新規相談者の抱える課題は経済的困窮を始め多岐にわたっており、複数の課題を抱える者が半数を超える。

（出典）平成２７年度社会福祉推進事
業「生活困窮者自立支援制度の自立
相談支援機関における支援実績、対
象者像等に関する調査研究事業」（み
ずほ情報総研株式会社）。調査対象
119自治体の平成27年4月～平成28年
3月の新規相談受付58,074ケースにつ
いてグラフ化したもの。

調査対象自治体における支援実績（抜粋）について支援実績の詳細（119自治体）支援実績の詳細（119自治体）新規相談者の状況（本人の抱える課題）
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高齢者の近所の人たちとの交流

資料：2008年以前：内閣府「高齢者の地域社会への参加に関する意識調査」、2014年：内閣府「高齢者の日常生活に関する意識調査」
（注）１．対象は60歳以上の男女

２．それぞれの調査における選択肢は以下のとおり。
高齢者の地域社会への参加に関する意識調査：「親しくつきあっている」、「あいさつをする程度」、「つきあいはほとんどしていない」
高齢者の日常生活に関する意識調査：「親しくつきあっている」、「あいさつをする程度」、「ほとんどつきあいがない」、「つきあいがない」、

「わからない」、「無回答」
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（ほとんどつきあいがない）

つきあいがない わからない・無回答

（％）

○60歳以上の男女を対象にした調査では、近所の人たちと「親しくつきあっている」としている者の割合は52％から31.9％に低下
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属性別に見た近所の人たちと親しくつきあっている人の割合

資料：内閣府「高齢者の日常生活に関する意識調査」（2014年）
（注）１．対象は60歳以上の男女

２．「三世代世帯」とは、同調査における「本人と子と孫の世帯」のことを指す。
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（％）

○60歳以上の男女を対象にした調査では、近所の人たちと「親しくつきあっている」としている者の割合は31.9％
○特に単身世帯では26.0％と、単身世帯で近所との交流が少なくなっている様子がうかがえる。
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地域における支え合い活動の展開
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【設問】あなたのお住まいの地域では支え合いが展開されていると思いますか（ひとつだけ）。

資料：厚生労働省政策統括官付政策評価官室委託「高齢社会に関する意識調査」（2016年）

○地域における支え合い活動があると「思う」「どちらかというと思う」人は27.1％、「思わない」「どちらかというと思わない」人は46.7％
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困っている人がいたら助けようと思うか
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政令指定都市
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東京都区部

人口30万人

以上の市

人口10万人

以上の市

人口10万人

未満の市

町村

積極的に助けようと思う 助けようと思う

あまり助けようと思わない 助けようと思わない

わからない

【設問】地域で困っている人がいたらあなたは、助けようと思いますか
（ひとつだけ）。
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全体 政令指定都市及び東京都区部

人口30万人以上の市 人口10万人以上の市

人口10万人未満の市 町村

【設問】（「あまり助けようと思わない」・「助けようと思わない」と
回答した人に）その理由は何ですか（２つまで）。

（%）

資料：厚生労働省政策統括官付政策評価官室委託「高齢社会に関する意識調査」（2016年）

○地域で困っている人がいたら「助けようと思う」人は69.6％
○「助けようと思わない」理由の最も多いものは「普段つきあう機会がないから」
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実施したいと思う支え合い活動と有効と思う施策
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【設問】あなたが実施したい地域での支え合い活動は
何ですか（３つまで）。
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【設問】地域の支え合いの機能を向上させるためにどのような施策
が有効だと思いますか（２つまで）。

資料：厚生労働省政策統括官付政策評価官室委託「高齢社会に関する意識調査」（2016年）
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地域力強化をとりまく様々な資源
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地区・校区社会福祉協議会等について

【組織】

市町村社協よりも区域が狭く、より地域住民に近い組織として、地区社協、校区社協、校区福

祉委員会、住民福祉協議会等の名称を用いて、自治会・町内会等に担当者や福祉委員を配置

したり、福祉課題を取り組む組織を置くといった地域の実情に応じて任意につくられる。

【機能（例）】

①福祉に関する協議

座談会等住民間の協議の場、自治会・町内会との調整、地域活動の計画づくり

②福祉に関する広報、啓発

③福祉活動の実施、支援、連絡調整

※福祉に限らず、まちづくりの活動まで広げて実施している場合もある。

【構成員（例）】

民生委員・児童委員、町内会長、老人クラブ会長、ＰＴＡ代表 等

【運営財源（例）】

住民による会費、市社協からの助成金、共同募金、企業寄付、福祉バザーによる収益 等

16



主な活動

ア ボランティア活動に関する支援、
ボランティアの普及活動

イ ふれあいサロンやいきいきサロン等、住民のつなが
りの場の提供

ウ 近隣住民の訪問活動などによる小地域での見守り
活動ネットワーク

エ 民間福祉サービスの推進に向けた地域福祉活動
計画の策定

オ ホームヘルプサービスやデイサービスの運営等、
介護保険サービスによる生活の支援（※）

カ 食事サービスや入浴サービスの実施等、高齢者へ
の生活支援サービス

キ ホームヘルプ等、障害者への生活支援サービス

ク 母子家庭組織への支援、子供会・クラブの組織化
等、児童への生活支援サービス

ケ 生活困窮者への自立支援

コ 生活福祉資金の貸付や各種相談活動の実施

社会福祉協議会の概要

全国社会福祉協議会 （１か所）

都道府県社会福祉協議会 （４７か所）

市町村社会福祉協議会
（１，７２１か所 H28.8.31現在）

指定都市社会福祉協議会 （２０か所）

地区社会福祉協議会
※指定都市の区社協

（１２５か所 H28.8.31現在）

≪任意組織≫ 地区・校区社会福祉協議会 等

【社会福祉協議会（社協）とは】

【社協の活動内容】○ 住民、ボランティア団体、民生委員・児童委員、社会福祉施設
など福祉・保健・医療・教育等の関係機関の参加と協力により
「福祉のまちづくり」を目指して活動を行っている民間団体。

○ 社会福祉法を根拠法として、全国の市町村、都道府県・指定
都市、中央の各段階に組織される。

○ 2000（平成12）年の社会福祉法改正で、「地域福祉の推進を
図ることを目的とする団体」と法律上規定し、市町村社協を住民
に身近な地域福祉推進の担い手として位置づけた。

○ 市町村社協には、区域内の社会福祉を目的とする事業を経営
する者（社会福祉法人等）、社会福祉に関する活動を行う者（ボラ
ンティア団体等）が参加し、かつ社会福祉事業又は更生保護事業
を経営する者の過半数が参加している。

17
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※暮らしを支える地域運営組織に関する
調査研究事業報告書（H27.3総務省）より
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※暮らしを支える地域運営組織に関する
調査研究事業報告書（H27.3総務省）より
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※暮らしを支える地域運営組織に関する
調査研究事業報告書（H27.3総務省）より
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民生委員・児童委員の活動状況

厚生労働大臣

【委嘱】

都道府県知事等

【推薦】

市町村 民生委員推薦会

【推薦】

【意見】 地
方
社
会
福
祉
審
議
会

12月1日に一斉改選
（平成25年12月に実施）

（平成２６年度福祉行政報告例または全国民生委員児童委員連合会調べ）

※委員の人数や構成については市町村長の裁量に委ねる。

民生委員
児童委員
協議会

行政・社協・学校・
社会福祉施設・
地域包括支援
センター 等

【都市部】
（東京23区・指定都市） 【町村部】

２２０～４４０世帯 ７０～２００世帯

＜民生委員・児童委員１人当たりの活動状況＞
（平成26年度実績）

＜相談・支援＞

27.9件

【担当区域】

【年間活動件数】
＜調査・実態把握＞

25.1件

＜行事・会議等への参加＞

26.6件

＜地域福祉活動＞

38.3件

＜定例会・研修等＞

24.8件

【連携】 【支援】

●特別職の地方公務員（無報酬）
●任期３年
●守秘義務あり

＜証明事務＞

1.8件

＜年間訪問回数＞

167回

※活動費は地方交
付税の積算に算定
（１人当たり年
59,000円）（H28年
度）

総活動件数：年３，３５８万件

（努力義務）

全232,112人
（平成28年4月1日現在）
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総合相談支援業務

行政機関、保健所、医療機関、

児童相談所など必要なサービスにつなぐ

多面的（制度横断的）支援の展開

介護サービス

成年後見制度

地域権利擁護

医療サービス

ヘルスサービス

虐待防止

ボランティア

民生委員

介護相談員

権利擁護業務

包括的・継続的ケアマ
ネジメント支援業務

・「地域ケア会議」等を通じた自立支
援型ケアマネジメントの支援

・ケアマネジャーへの日常的個別指
導・相談

・支援困難事例等への指導・助言

住民の各種相談を幅広く受け付け
て、制度横断的な支援を実施

・成年後見制度の活用促進、
高齢者虐待への対応など

地域包括支援センターについて

地域包括支援センターは、市町村が設置主体となり、保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員等を
配置して、住民の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、地域の住民を包
括的に支援することを目的とする施設。（介護保険法第115条の46第１項）

介護予防ケアマネジメント
(第一号介護予防支援事業)

要支援・要介護状態になる可能性
のある方に対する介護予防ケアプ
ランの作成など
(総合事業または二次予防事業)

障害サービス相談

介護離職防止相談

生活困窮者自立支援相談

主任ケア
マネジャー等

保健師等

社会福祉士等

チームアプローチ

全国で4,685か所。
（ブランチ等を含め7,268か所）
※平成２７年４月末現在。全ての市町村に設置
→日常生活圏域への設置を推進
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生活支援・介護予防の体制整備におけるコーディネーター・協議体の役割

（２）協議体の設置 ⇒多様な関係主体間の定期的な情報共有及び連携・協働による取組を推進

（１）生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の配置 ⇒多様な主体による多様な取組のコーディネート
機能を担い、一体的な活動を推進。コーディネート機能は、以下のＡ～Ｃの機能があるが、当面ＡとＢの機能を
中心に充実。

エリアとしては、第１層の市町村区域、第２層の中学校区域があり、平成26年度は第１層、平成29年度までの
間に第２層の充実を目指す。
① 第１層 市町村区域で、主に資源開発（不足するサービスや担い手の創出・養成、活動する場の確保）中心
② 第２層 中学校区域で、第１層の機能の下で具体的な活動を展開

※ コーディネート機能には、第３層として、個々の生活支援サービスの事業主体で、利用者と提供者をマッチングする機能が
あるが、これは本事業の対象外

（Ａ）資 源 開 発 （Ｂ）ネットワーク構築 （Ｃ）ニーズと取組のマッチング

生
活
支
援
・
介
護
予
防
の
基
盤
整
備
に
向
け
た
取
組

○ 地域に不足するサービスの創出
○ サービスの担い手の養成
○ 元気な高齢者などが担い手として活動す

る場の確保 など

○ 関係者間の情報共有
○ サービス提供主体間の連携の体制づくり
など

○ 地域の支援ニーズとサービス提供主体の
活動をマッチング
など

民間企業 ボランティアＮＰＯ 協同組合 社会福祉法人

生活支援・介護予防サービスの多様な関係主体の参画例

※ コーディネーターの職種や配置場所については、一律には限定せず、地域の実情に応じて多様な主体が活用できる
仕組みとする予定であるが、市町村や地域包括支援センターと連携しながら活動することが重要。

等
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研 修 の 修了

５年ごとに

「相談支援従事

者現任研修」

を修了

（１８時間）

相談支援専門員
として配置

実 務 経 験

障害者の保健・医療・福
祉・就労・教育の分野にお
ける直接支援・相談支援な
どの業務における実務経
験（３～１０年）

初年度に

「相談支援従事

者初任者研修」

を修了

（３１．５時間）

指定相談支援事業所と相談支援専門員

○ 指定相談支援事業所ごとに管理者及び相談支援専門員等を配
置。

○ 指定相談支援事業所に配置された相談支援専門員等が、
・ 利用者の意向を踏まえたサービス等利用計画の作成
・ 地域移行・地域定着に向けた支援
・ 市町村の委託による障害者（児）の各種の相談支援を実施。

※指定特定・指定障害児相談支援事業所数 ７，９２７箇所（平成２７年４月１日現在）
※上記事業所に配置されている相談支援専門員数 １５，５７５人（平成２７年４月１日現在）

【相談支援専門員の要件】
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基幹相談支援センターは、地域の相談支援の拠点として総合的な相談業務（身体障害・知的障害・
精神障害）及び成年後見制度利用支援事業を実施し、地域の実情に応じて以下の業務を行う。

※ 平成２４年度予算において、地域生活支援事業費補助金により、基幹相談支援センターの機能強化を図るための、①専門的職員の配置、②地
域 移行・地域定着の取組、③地域の相談支援体制の強化の取組に係る事業費について、国庫補助対象とした。

また、社会福祉施設等施設整備費補助金等により、施設整備費について国庫補助対象とした。

基幹相談支援センターの役割のイメージ

相談支援専門員、社会福祉士、

精神保健福祉士、保健師等

総合相談・専門相談

地域移行・地域定着権利擁護・虐待防止

地域の相談支援体制の強化の取組

・成年後見制度利用支援事業

・虐待防止
※ 市町村障害者虐待防止センター（通報受理、

相談等）を兼ねることができる。

障害の種別や各種ニーズに対応する

・ 総合的な相談支援（３障害対応）の実施

・ 専門的な相談支援の実施

・入所施設や精神科病院への働きかけ

・地域の体制整備に係るコーディネート

運営委託等

相談支援
事業者

相談支援
事業者

相談支援
事業者

児童発達
支援センター

基幹相談支援センター

（相談支援事業者）

協 議 会

・相談支援事業者への専門的指導、助言

・相談支援事業者の人材育成

・相談機関との連携強化の取組

【平成27年度設置市町村数：429】
（一部共同設置）
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「利用者支援事業」の概要

○ 子育て家庭や妊産婦が、教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業、保健・医療・福祉等の関係機関を円滑に利用できるように、
身近な場所での相談や情報提供、助言等必要な支援を行うとともに、関係機関との連絡調整、連携・協働の体制づくりを等を行う

○「基本型」は、「利用者支援」と「地域連携」の２つの柱で構成している。

《職員配置》専任職員（利用者支援専門員）を１名以上配置
※子ども・子育て支援に関する事業（地域子育て支援拠点事業など）の一定の実務経験を有する者で、子育て支援員基本研修及び
専門研修（地域子育て支援コース）の「利用者支援事業（基本型）」の研修を修了した者等

事業の目的

３つの事業類型
基本型

○ 主として市区町村の窓口で、子育て家庭等から保育サービスに
関する相談に応じ、地域における保育所や各種の保育サービスに
関する情報提供や利用に向けての支援などを行う

《職員配置》専任職員（利用者支援専門員）を１名以上配置
※子育て支援員基本研修及び専門研修（地域子育て支援コー
ス）の「利用者支援事業（特定型）」の研修を修了している
者が望ましい

特定型 （いわゆる「保育コンシュルジュ」）

○ 主として市町村保健センター等で、保健師等の専門職が、妊娠
期から子育て期にわたるまでの母子保健や育児に関する妊産婦等
からの様々な相談に応じ、その状況を継続的に把握し、支援を
必要とする者が利用できる母子保健サービス等の情報提供を行う
とともに、関係機関と協力して支援プランの策定などを行う

《職員配置》母子保健に関する専門知識を有する保健師、助産師等
を１名以上配置

母子保健型

【利用者支援】
地域子育て支援拠点等の身近な場所で、
○子育て家庭等から日常的に相談を受け、個別のニー
ズ等を把握

○子育て支援に関する情報の収集・提供
○子育て支援事業や保育所等の利用に当たっての
助言・支援
→当事者の目線に立った、寄り添い型の支援

【地域連携】
○より効果的に利用者が必要とする支援につながる
よう、地域の関係機関との連絡調整、連携・協働の
体制づくり

○地域に展開する子育て支援資源の育成
○地域で必要な社会資源の開発等
→地域における、子育て支援のネットワークに基づく
支援

○ 市区町村とする。ただし、市区町村が認めた者への委託等を行うことができる。

実施主体 地域子育て支援拠点事業と一体的に
運営することで、市区町村における
子育て家庭支援の機能強化を推進
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地 域 子 育 て 支 援 拠 点 事 業 の 概 要

機能

実施主体

基本事業

実施形態

従事者

実施場所

開設日数等

一 般 型

常設の地域の子育て拠点を設け、地域の子育て支援機能の充実を図
る取組を実施

・地域の子育て拠点として地域の子育て支援活動の展開を図るための取組（加算）

一時預かり事業や放課後児童クラブなど多様な子育て支援活動を拠点施設で一
体的に実施し、関係機関等とネットワーク化を図り、よりきめ細かな支援を実施する
場合に、「地域子育て支援拠点事業」本体事業に対して、別途加算を行う

・出張ひろばの実施（加算）

常設の拠点施設を開設している主体が、週１～２回、１日５時間以上、親子が集う
場を常設することが困難な地域に出向き、出張ひろばを開設

・地域支援の取組の実施（加算）※
①地域の多様な世代との連携を継続的に実施する取組

②地域の団体と協働して伝統文化や習慣・行事を実施し、親子の育ちを継続的に支
援する取組

③地域ボランティアの育成、町内会、子育てサークルとの協働による地域団体の活
性化等地域の子育て資源の発掘・育成を継続的に行う取組

④家庭に対して訪問支援等を行うことで地域とのつながりを継続的に持たせる取組
※利用者支援事業を併せて実施する場合は加算しない。

子育て支援に関して意欲があり、子育てに関する知識・経験を有する
者 （２名以上）

公共施設空きスペース、商店街空き店舗、民家、マンション・アパート
の一室、保育所、幼稚園、認定こども園等を活用

週３～４日、週５日、週６～７日／１日５時間以上

連 携 型

児童館等の児童福祉施設等多様な子育て支援に関する施設に親子が集
う場を設け、子育て支援のための取組を実施

・地域の子育て力を高める取組の実施（加算）
拠点施設における中・高校生や大学生等ボランティアの日常的な受入・養成の実施

子育て支援に関して意欲があり、子育てに関する知識・経験を有する者（１
名以上）に児童福祉施設等の職員が協力して実施

児童館等の児童福祉施設等

週３～４日、週５～７日／１日３時間以上

①子育て親子の交流の場の提供と交流の促進 ②子育て等に関する相談・援助の実施
③地域の子育て関連情報の提供 ④子育て及び子育て支援に関する講習等の実施

市町村（特別区を含む。）
（社会福祉法人、ＮＰＯ法人、民間事業者等への委託等も可）

①～④の事業を子育て親子が集い、うち解けた雰囲気の中で語
り合い、相互に交流を図る常設の場を設けて実施

①～④の事業を児童館等の児童福祉施設等で従事する子育て中の
当事者や経験者をスタッフに交えて実施

平成２７年度実施か所数
（交付決定ベース）６，８１８か所
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○妊娠期から子育て期にわたる支援を切れ目なく提供するために、子育て世代包括支援センターを立ち上げる。

○保健師等を配置してきめ細かな相談支援等を行うことにより、地域における子育て世帯の「安心感」を醸成する。

○子育て世代包括支援センターを法定化（※法律上の名称は「母子健康包括支援センター」母子保健法・平成29年４月１日施行）。

➢ 実施市町村数：２９６市区町村（７２０か所）（平成28年4月1日現在） ➢ おおむね平成32年度末までに全国展開を目指す。

保健師 ソーシャル
ワーカー

助産師

保健所 児童相談所 子育て支援機関 利用者支援実施施設

医療機関
（産科医、小児科医等）

①妊産婦等の支援に必要な実情の把握 ②妊娠・出産・育児に関する相談に応じ、必要な情報提供・助言・保健指導

③保健医療又は福祉の関係機関との連絡調整 ④支援プランの策定

看護師

子育て世代包括支援センター

妊産婦等を支える地域の包括支援体制の構築

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援 民間機関

妊娠前 妊娠期 出産 産後 育児

妊婦健診 乳児家庭
全戸訪問事業

子育て支援策
・保育所
・地域子育て支援拠点事業
・里親 ・乳児院
・その他子育て支援策

両親学級等

妊娠に関する
普及啓発

不妊相談

乳幼児健診

予防接種

養子縁組産前・産後サポート事業 産後ケア事業

近隣住民やボランティアなどによるインフォーマルなサービス

養育支援訪問事業

子育て世代包括支援センターの全国展開
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就業支援専門員

母子・父子自立支援員

○養育費相談支援センタ－等による養育費相談
○弁護士による養育費等に関する法律相談
○児童扶養手当の支給
○母子父子寡婦福祉資金の貸付 など

○就業支援講習会の拡充
○相談関係職員の資質向上
○自立支援プログラムの策定
○ハローワーク等との定期的な連絡調整や同行
支援など

○能力開発等のための給付金の支給 など

○子育て・生活支援
・保育所、放課後児童クラブ優先入所
・ヘルパー派遣
・家計管理支援等の講習会 など

就業支援

子育て・生活支援

養育費の確保、経済的支援

総合的な支援のため
の相談窓口の

整備（市レベル）

ひとり親家庭への総合的な支援のための相談窓口の強化事業

○自治体の規模、支援サービスの状況など地域の実
情に応じた相談窓口のワンストップ化を推進
○就業を軸とした的確な支援の提供
○支援施策の広報啓発活動の実施

適 切 な 支
援メニュー
の 組 み 合
わせ

《個々の状況に対応する就業支援》

《ひとりで担う仕事と子育ての両立支援》

○子どもの生活・学習支援事業

子どもへの支援

《特有の悩みを持つ子どもへの支援》

全国112カ所
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１ 設置の目的
○ 子どもに関する家庭等からの相談に応じ、子どもが有する問題又は子どもの真のニーズ、子どもの置かれた環境等の把握

○ 個々の子どもや家庭に最も効果的な援助

により子どもの福祉を図るとともにその権利を擁護する

２ 設置主体
○ 都道府県・指定都市及び児童相談所設置市（横須賀市・金沢市）

○ 全国２０９か所（平成２８年４月１日現在）

３ 役割
○ 児童に関する家庭その他からの相談のうち専門的な知識及び技術を必要とするものに応ずる。

○ 市町村間の連絡調整、情報の提供等必要な援助を行う。

＊市町村は、児童及び妊産婦の福祉に関し、家庭その他からの相談に応じ、必要な調査及び指導を行う。

４ 業務
① 市町村援助（市町村による児童家庭相談への対応について、市町村相互間の連絡調整等必要な援助）

➁ 相談（家庭等の養育環境の調査や専門的診断を踏まえた子どもや家族に対する援助決定）

③ 一時保護

④ 措置（在宅指導、児童福祉施設入所措置、里親委託等） 等

５ 職員
○ 所長、児童福祉司、児童心理司、精神科医等（児童相談所の規模による）

○ 全国の職員数：１０，７３８人（平成２７年４月１日現在）

（内訳） ・ 児童福祉司 ２，９３４人 ・ 児童心理司 １，２９３人

・ 精神科医 ３１１人 等

６ 相談の種類と主な内容
① 養護相談・・・保護者の家出、失踪、死亡、入院等による養育困難、虐待、養子縁組等に関する相談

② 保健相談・・・未熟児、疾患等に関する相談

③ 障害相談・・・肢体不自由、視聴覚・言語発達・重症心身・知的障害、自閉症等に関する相談

④ 非行相談・・・ぐ犯行為、触法行為、問題行動のある子どもに等に関する相談

⑤ 育成相談・・・家庭内のしつけ、不登校、進学適性等に関する相談

⑥ その他

児童相談所の概要
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福祉事務所の概要

○ 社会福祉法に基づき、福祉六法（生活保護法、児童福祉法、母子及び父子並びに寡婦福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法及び知的障
害者福祉法）に定める援護、育成又は更生の措置に関する事務をつかさどる第一線の社会福祉行政機関。

都道府県及び市（町村は任意）に設置されている。

○ 平成２年の福祉八法の一部改正により老人及び身体障害者福祉分野で、平成１２年の知的障害者福祉法の一部改正により知的障害者福
祉分野で、それぞれ施設入所措置事務等が都道府県から町村へ移譲されたことから、都道府県の福祉事務所においては、従来の福祉六法か
ら福祉三法（生活保護法、児童福祉法、母子及び父子並びに寡婦福祉法）を所管することとされた。

設置主体 都道府県 市（特別区含む） 町村 計

箇 所 数 ２０８ ９９６ ４３ １，２４７

（参考）福祉事務所の設置状況 （平成２８年４月１日現在）

※ 福祉事務所の所員の定数は、条例で定める。ただし、現業を行う所員の数は、各福祉事務所につき、標準数（社会福祉法第１６条）を参考として
定めるものとしている。
（注） 現業を行う所員については、従来は法律で配置すべき最低数が定められていたが、地方分権一括法による改正で、平成１２年度以降、

標準配置数として定められており、各自治体では、地域の実情に応じて人員配置を行うことが可能になっている。

主な配置職員

所 員 等 職 務

１ 所の長 都道府県知事又は市町村長（特別区の区長を含む。）の指揮監督を受けて、所務を掌理する。

２ 指導監督を行う所員
（社会福祉主事）

所の長の指揮監督を受けて、現業事務の指導監督をつかさどる。

３ 現業を行う所員
（社会福祉主事）

所の長の指揮監督を受けて、援護、育成又は更生の措置を要する者等の家庭を訪問し、又は訪問しないで、これら
の者に面接し、本人の資産、環境等を調査し、保護その他の措置の必要の有無及びその種類を判断し、本人に対し
生活指導を行う等の事務を司る。

４ 事務を行う所員 所の長の指揮監督を受けて、所の庶務をつかさどる。

福祉事務所とは
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生活困窮者自立支援制度の概要

◆認定就労訓練事業 （いわゆる「中間的就労」）
・直ちに一般就労が困難な者に対する支援付きの就労の場の育
成（社会福祉法人等の自主事業について都道府県等が認定する制度）

◆家計相談支援事業
・家計の状況を「見える化」し、利用者の家計管理の意欲を引き出す
相談支援（貸付のあっせん等を含む）

◆住居確保給付金の支給

・就職活動を支えるため家賃費用を有期で給付

◆子どもの学習支援事業
・生活保護世帯の子どもを含む生活困窮世帯の子どもに対する
学習支援や居場所づくり、養育に関する保護者への助言

◆自立相談支援事業
（全国901福祉事務所設置自
治体で1,345機関（H27年度））

〈対個人〉
・訪問支援等（アウトリーチ）も含め、
生活保護に至る前の段階から早
期に支援
・生活と就労に関する支援員を配
置し、ワンストップ型の相談窓口
により、情報とサービスの拠点と
して機能
・一人ひとりの状況に応じ自立に
向けた支援計画（自立支援計
画）を作成

〈対地域〉
・地域ネットワークの強化・社会資
源の開発など地域づくりも担う

包括的な相談支援

◇生活保護受給者等就労自立促進事業
・一般就労に向けた自治体とハローワークによる一体的な支援

就労に向けた準備

が必要な者

◆就労準備支援事業
・一般就労に向けた日常生活自立・社会自立・就労自立のための訓練

再就職のために
居住の確保が

必要な者

緊急に衣食住の

確保が必要な者

貧困の連鎖
の防止

◆一時生活支援事業
・住居喪失者に対し一定期間、衣食住等の日常生活に必要な支援
を提供

なお一般就労が困難な者

就労支援

居住確保支援

子ども支援

本
人
の
状
況
に
応
じ
た
支
援
（※

）

緊急的な支援

※ 右記は、法に規定する支援（◆）を中心
に記載しているが、これ以外に様々な支援
（◇）があることに留意

家計から生活
再建を考える者

家計再建支援

◇関係機関・他制度による支援
◇民生委員・自治会・ボランティアなどインフォーマルな支援

その他の支援

基本は、自立に向けた人的支援を

包括的に提供

柔軟な働き方を

必要とする者

就労に向けた準備
が一定程度
整っている者

32



支 援

相 談
ひきこもりを抱え
る家族や本人○ ひきこもりに特化した第一次相談窓口（相談窓口の明確化）

○ ひきこもり支援コーディネーター（※）が、ひきこもりの状態にある本人、

家族からの電話、来所等による相談や家庭訪問を中心とした訪問支援を

行うことにより、早期に適切な機関につなぐ（自立への支援）

※社会福祉士、精神保健福祉士、臨床心理士 等

○ 関係機関との連携（包括的な支援体制の確保）

○ ひきこもりに関する普及、啓発（情報発信）

【実施主体】都道府県、指定都市（NPO等への事業委託可能）

全国
H28’末現在（予定含む）

6９か所（6４自治体）

民間団体
家族会
ＮＰO法人
民間ｶｳﾝｾﾗｰ

教育関係
学校 教育委員会

保健医療関係
医療機関
保健所
保健ｾﾝﾀｰ

就労関係
地域若者ｻﾎﾟｰﾄｽﾃｰｼｮﾝ
ハローワーク
障害者雇用促進関連施設

関係機関との連携

補助

普及、啓発

国

ひきこもり地域支援センター設置運営事業（平成２１年度～）

ひきこもり地域支援センター

福祉、行政関係
福祉事務所 市区町村窓口 地域包括支援ｾﾝﾀｰ 児童
相談所 福祉施設 精神保健福祉ｾﾝﾀｰ
発達障害者支援ｾﾝﾀｰ 子ども・若者総合支援ｾﾝﾀｰ

平成28年度予算額 生活困窮者自立支援法関連予算400億円の内数
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子育て

・保健師
・管理栄養士
・栄養士 等

＜保健所＞

対人保健サービスのうち、広域的に行うべきサービス、専門的技術を要するサービス及び多種の保健医療職種によ
るチームワークを要するサービス並びに対物保健等を実施する第一線の総合的な保健衛生行政機関。（H28.4.1：
480カ所）

＜市町村保健センター＞

市町村は母子保健事業、健康増進事業、予防接種等の地域住民に密着した総合的な対人保健サービスを実施するこ
ととされている。身近で利用頻度の高い保健サービスを一元的に提供するため、市町村における保健活動の拠点と
して市町村保健センターが整備されている。（H28.4.1：2466施設）

保健所・市町村保健センター

保健所

食品・生活衛生
関係事業

（飲食店・営業施
設等）

・医師 ・保健師
・歯科医師 ・栄養士
・薬剤師 ・助産師
・食品衛生監視員
・臨床検査技師 等

医療監視関係

（医療施設・衛生
研究所等）

・許可
・監視
・立入検査 等

業務概要イメージ

○健康危機管理
○衛生統計
○普及啓発、広報活動

市町村保健センター
専門的・
技術的援助

連携
母子保健事業

健康増進事業

感染症対策

エイズ・難病対策

健康相談

機能訓練
等

精神保健福祉事業

予防接種
対象者エイズ患者

難病患者

母子保健法
関係給付

予防接種

感染症
罹患者

地域住民

こころの
健康相談
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がん相談支援センター
○ 全国のがん診療連携拠点病院等に設置されているがんの相談窓口。

○ 院内及び地域の医療従事者の協力を得て、院内外のがん患者や家族、地域の住民及び医療機関等からの
相談に対応する。国立がん研究センターがん対策情報センターによる「相談支援センター相談員研修
・基礎研修」を修了した専従及び専任の相談支援に携わる者をそれぞれ1人ずつ配置している。

＜がん相談支援センターの主な業務＞
○ がんの病態、標準的治療法等の一般的な情報の提供
○ 地域の医療機関、診療従事者に関する情報収集、情報提供
○ セカンドオピニオンの提示が可能な医師の紹介
○ がん患者の療養上の相談
○ 就労に関する相談
○ 医療関係者と患者会等が共同で運営するサポートグループ

活動や患者サロンの定期開催等の患者活動に対する支援

事業者

ハローワーク及び労働局

労働局

事業者による、就労可
能者への不当な差別
（解雇等）への対応等

・勤務時間の短縮等の配慮
・柔軟な配置転換等の対応

がん患者等に対する就職支援事業

ハローワークで、がん等の診療連携拠点病院等との
連携の下、長期にわたる治療等のために離職を余儀
なくされた求職者等に対する個々の希望や治療状況を
踏まえた就職支援を実施。

事業者による不
当解雇等の不利
益に対する相談
等

医療機関

地域住民

患者

家族
相談

支援

等

がん相談支援センター

がん診療連携拠点病院等に設置
がん診療連携拠点病院等数

：４２７施設
＊平成２８年４月１日時点
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患者

患者・家族会

保健所を中心に、「難病対策地域協
議会」を設置するなど、地域の医
療・介護・福祉従事者、患者会等が
連携して難病患者を支援

医療機関等
（難病指定医等）

適切な治療を受けたい
在宅療養を受けたい

働きたい

保健所

快適に
生活したい

不安

福祉サービス

○各種相談支援
（生活情報提供、各種公的手続支援、日常生活支援）

○就労支援（難病患者就職サポーターと連携して実施）
（①在職中に難病を発症した方、②就労を希望する方向け）
○地域交流会等の推進
○難病患者に対する出張相談
○難病相談支援員等への研修、情報提供
○ピア・サポートの実施、ピア・サポーターの養成
○地域の様々な支援機関への紹介 等

難病相談支援センター（以下、「センター」）は、難病の患者に対する医療等に関する法律第29条に基づき都道府県に設置できる
こととされており、難病の患者の療養や日常生活上の様々な問題につき、患者・家族その他の関係者からの相談に応じ、必要な
情報の提供及び助言を行い、難病の患者の療養生活の質の維持向上を支援することを目的とする施設である。 難病の患者等
の様々なニーズに対応するため、地域の様々な支援機関と連携して支援を行う。

ハローワーク

障害者就業・生活
支援センター

難病相談支援センター
（難病相談支援員／ピア・サポーター）

支援相談

「難病患者就職サポーター」
難病の特性を踏まえた職業相談、事
業主に対する難病患者の雇用管理
等に関する情報提供等
（ハローワークに配置）

連携

○箇所数：47箇所（うち実施体制の強化
を行うセンター数：８箇所）

※実施体制の強化内容：全国のセン
ターのうち、ハローワークと連携した就
労支援や在宅療養を行っている患者へ
の出張相談等の先駆的な取り組み

難病相談支援センター
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社会福祉法等の一部を改正する法律

１．社会福祉法人制度の改革１．社会福祉法人制度の改革

２．福祉人材の確保の促進２．福祉人材の確保の促進

【施行期日】平成29年４月１日（1の(2)と(3)の一部,(4),(5)の一部,2の(1),(4)は平成28年４月１日、２の(3)は公布の日（平成28年３月31日）

（１）経営組織のガバナンスの強化
○ 議決機関としての評議員会を必置（小規模法人について評議員定数の経過措置）、一定規模以上の法人への会計監査人の導入等

（２）事業運営の透明性の向上
○ 財務諸表・現況報告書・役員報酬基準等の公表に係る規定の整備 等

（３）財務規律の強化(適正かつ公正な支出管理・いわゆる内部留保の明確化・社会福祉充実残額の社会福祉事業等への計画的な再投資）
○ 役員報酬基準の作成と公表、役員等関係者への特別の利益供与の禁止 等
○ 「社会福祉充実残額（再投下財産額）」（純資産の額から事業の継続に必要な財産額（※）を控除等した額）の明確化

※①事業に活用する土地、建物等 ②建物の建替、修繕に要する資金 ③必要な運転資金 ④基本金及び国庫補助等特別積立金

○ 「社会福祉充実残額」を保有する法人に対して、社会福祉事業又は公益事業の新規実施・拡充に係る計画の作成を義務付け 等

（４）地域における公益的な取組を実施する責務
○ 社会福祉事業及び公益事業を行うに当たって、無料又は低額な料金で福祉サービスを提供することを責務として規定

（５）行政の関与の在り方
○ 所轄庁による指導監督の機能強化、国・都道府県・市の連携 等

福祉サービスの供給体制の整備及び充実を図るため、
・社会福祉法人制度について経営組織のガバナンスの強化、事業運営の透明性の向上等の改革を進めるとともに、
・介護人材の確保を推進するための措置、社会福祉施設職員等退職手当共済制度の見直しの措置を講ずる。

（１）介護人材確保に向けた取組の拡大
○ 福祉人材の確保等に関する基本的な指針の対象者の範囲を拡大（社会福祉事業と密接に関連する介護サービス従事者を追加）

（２）福祉人材センターの機能強化
○ 離職した介護福祉士の届出制度の創設、就業の促進、ハローワークとの連携強化 等

（３）介護福祉士の国家資格取得方法の見直しによる資質の向上等
○ 平成29年度から養成施設卒業者に受験資格を付与し、5年間をかけて国家試験の義務付けを漸進的に導入 等

（４）社会福祉施設職員等退職手当共済制度の見直し
○ 退職手当金の支給乗率を長期加入者に配慮したものに見直し
○ 被共済職員が退職し、再び被共済職員となった場合に共済加入期間の合算が認められる期間を２年以内から３年以内に延長
○ 障害者支援施設等に係る公費助成を介護保険施設等と同様の取扱いに見直し

37



ボランティア数 （平成２５年４月現在）

団体数

【世代構成】

※全社協ボランティアセン
ターで把握している者

「全国ボランティア活動実態調査報告書」（平成22年７月：全社協）

３０歳代以下・・・ 8.6%
４０歳代 ・・・ 8.0%
５０歳代 ・・・ 17.7%
６０歳代 ・・・ 40.9%
７０歳代以上・・・ 24.8%情報提供、調査研究

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ、セミナー等
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動振興、連絡協議会
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動保険の団体契約

人 数

２１０，９３６ 団体

７，６０９，４８７ 人
団体に所属(86.0%)
個人で活動(14.0%)

市区町村社会福祉協議会 ボランティアセンター

市区町村担当職員連絡会等
活動に関する相談対応、情報提供
福祉教育、学習支援
災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ運営事業
団体・企業・NPO等活動支援

活動に関する相談対応
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ学習支援、人材養成等
活動先の調整（マッチング）
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動保険の受付
団体・企業・NPO等活動支援

ボランティア（担い手）と活動内容

男 性 ・・・ 31.0%
女 性 ・・・ 68.8%

【性別構成】 主な活動分野（上位5項目）

１．高齢者の福祉活動

２．障害者の福祉活動

３．自治会・町内会
・民生委員・児童委員・地区社協等の活動

４．地球の美化・環境保全に関する活動

５．まちづくりなどに関する活動

住民参加型在宅福祉サービス

【住民参加型在宅福祉サービスとは】

ｻｰﾋﾞｽ内容・実施率（％）

１．家事援助 （83.2）

２．外出援助 （73.4）

３．話し相手 （68.7）

４．介 護 （56.6）

５．相談・助言 （42.6）

６．食事（配食） （40.0）

【団体数（平成22年度）】 ２，０７３団体
（全社協調べ）

会員登録とサービス提供の流れ

事 務 局

利用会員 提供会員

ｻｰﾋﾞｽ提供

依頼 訪問
コーディネート

依頼・調整

地域住民の参加を基本として、
①営利を目的とせず、②住民相互の対等な関係と助け合いを基調として、③有償・有料
制、あるいは「時間貯蓄制度」「点数預託制度」によって行う「家事援助、介護サービス」
等を中心とした在宅福祉サービスの総称

都道府県・指定都市社会福祉協議会
ボランティアセンター

全国社会福祉協議会
全国ボランティア・市民活動振興センター

わが国において、ボランティアの定義は明確にされていないが、「自発的な意志に基づき他人や社会に貢献する行為」を指して「ボランティア活動」と称することが一般的である。また、

ボランティア活動を行う者を「ボランティア」といい、「自主性（主体性）」、「社会性（連帯性）」、「無償性（無給性）」等の特徴が挙げられる。

ボランティアの活動状況
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共同募金の概要

○ 共同募金とは、都道府県の区域を単位として、毎年１回、厚生労働大臣の定める期間内に限ってあまねく行う寄付金の募集であって、その区域
内における地域福祉の推進を図るため、その寄付金をその区域内において社会福祉事業、更生保護事業その他の社会福祉を目的とする事業
を経営する者（国及び地方公共団体を除く。）に配分することを目的とする事業である。（社会福祉法第１１２条）

※ 平成２７年度募金実績 約１８５億円（平成２６年度募金実績 約１８７億円）
※ 共同募金運動は昭和２２年から行われている

目 的

○ 厚生労働大臣告示により、従来、毎年１０月１日から１２月３１日までの３か月間とされていたが、平成２１年度以降、一部の都道府県共同募
金で募集期間を拡大してきたところであり、平成２８年度から全都道府県共同募金会で１０月１日から３月３１日までの６ヶ月となる予定。

なお、１２月については「歳末たすけあい募金」もあわせて実施。※「歳末たすけあい募金」はＮＨＫとの共催

募集期間

○ 共同募金運動で集められた寄附金は、都道府県内の民間社会福祉施設や福祉団体等に配分される。なお、社会福祉法第１１７条に次の
ルールが規定されている。

① 社会福祉を目的とする事業を経営する者以外の者に配分してはならない。
② 配分を行うに当たっては、配分委員会の承認を得なければならない。
③ 募金の期間が満了した日の属する会計年度の翌年度の末日までに、配分しなければならない。
④ 国及び地方公共団体は、寄附金の配分について干渉してはならない。

共同募金の配分

○ 平成１２年の社会福祉事業法（現社会福祉法）の改正で、大規模災害に対応するための準備金の積立て等に関する規定を整備。
これにより、災害が発生した際には準備金を取り崩し、他の都道府県共同募金会の支援のために拠出することも可能となった。

災害時の対応

中央共同募金会 都道府県共同募金会
（４７都道府県）

共同募金委員会組 織

・募金運動の全国的企画
・都道府県共募との連絡調整、

援助、指導
・資料の収集、調査研究、啓発宣伝

・募金運動の計画
・募金目標額の決定、募金活動、

配分
・募金実績及び配分結果の公表

・募金活動
・広報活動
・ボランティア組織の編成
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